
 - 1 - 

入 札 説 明 書 

 

 奈良県立山辺高等学校が委託する下記業務員業務に係る一般競争入札につ

いては、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとします。 

 

１．公告日  令和３年２月２６日  

 

２．入札に関する事項 

 (1) 業務内容及び数量 

   奈良県立山辺高等学校業務員業務委託 一式 

 (2) 委託期間   

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日までとします。 

 (3) 履行場所    

   奈良市都祁友田町９３７番地   

奈良県立山辺高等学校校舎及びその構内 

 

３．競争入札に参加できる資格 

  本件競争入札に参加できる者は、次に掲げる条件をすべて満たしたものと

します。 

 (1) 奈良県における「物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規

程」（平成７年１２月奈良県公示第４２５号）に基づく競争入札参加資格

者名簿に登録されていてかつ次の条件を満たしていること。 

  ア 営業種目に営業種目コード Q１（建物管理）小分類①床清掃、②ガラ

ス清掃に主業種で登録されている者。 

  イ 本社、支社、営業所等の所在地が奈良県内であること。 

 (2) 奈良県立学校における業務員業務又は国（独立行政法人を含む。）若し

くは地方公共団体（地方独立行政法人を含む。）で奈良県立学校と同程度

の県内の施設における清掃（日常、定期）業務について、直近５年間（平

成２８年４月１日以降の期間。令和３年３月３１日までの未履行期間は履

行実績に含む。）で、建築物の所有者（管理者）と奈良県内に所在する本

社、支社、営業所等が直接の契約の相手方として一つの対象施設について

１２か月以上の実績を２案件以上有していること。 

 (3) 奈良県に対し、県税全税目について滞納がないこと。 

 (4) プライバシーマーク（JIS Q 15001 準拠）認証取得事業者又はＩＳＭＳ

（ ISO/IEC27001/JIS Q 27001 準拠）認証取得事業者であること。ただし、

直近の５年間（平成２８年４月１日以降の期間（令和３年３月３１日まで

の未履行期間を含む。））において、３（２）の奈良県立学校における業
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務員業務を契約締結し誠実に履行した者にあっては、個人情報安全管理の

ためのマネジメントシステム等を構築している者でも可とします。 

 (5) 地方自治法施行令（昭和２２年５月政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者。 

 (6) 奈良県暴力団排除条例（平成２３年３月奈良県条例第３５条）に該当し

ない者。 

 (7) 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参

加停止の措置期間中でない者。 

 (8) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手

続開始申立て（同法付則第２条の規定によりなお従前の例によることとさ

れる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の

会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０

条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立て

をなされていない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決

定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受け

た者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをされ

なかった者とみなす。 

 

４．競争入札参加資格の確認 

  入札参加者は、次に掲げる競争入札参加資格確認申請書兼誓約書及び競争

入札参加資格確認書類を下記(1)の期間中に提出し、事前に競争入札参加資

格があることの確認を受けなければなりません。また、入札参加者は、入開

札日の前日までの間において、奈良県から提出書類等に関し説明を求められ

た場合は、それに応じなければなりません。 

なお、競争入札参加資格のない者は本入札に参加することはできません。 

 (1) 提出期日 令和３年３月１２日（金）午前９時から午後５時まで 

       （提出書類に対する確認において書類の再提出を指示された場

合は、調整期日に再提出を行ってください。） 

(2) 調整期日 令和３年３月１６日（火）正午まで 

                         

  (3) 提出場所 下記のとおり 

         奈良県橿原市常盤町６０５－５ 

          奈良県橿原総合庁舎 １階１０２号会議室 

  (4) 提出部数 各１部 

 (5) 提出方法 持参 

  (6) 競争入札参加資格確認書類 

ア 競争入札参加資格確認申請書兼誓約書（別紙様式１） 

イ 上記３(1)に掲げる、入札参加資格審査結果通知書の写し。 
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ウ 上記３(2)を確認できる履行証明書（別紙様式２） 

  なお、履行証明書に代えて履行物件の契約書（写し可）でも可能で

す。 

エ 上記３(3)を確認できる納税証明書(県税に滞納のない証明。発行 

後３ヶ月以内のもの。写し可) 

オ 上記３(4)を確認できるプライバシーマーク（JIS Q 15001 準拠） 

 登録証又はＩＳＭＳ（ ISO/IEC27001/JIS Q 27001 準拠）登録証の写 

し。上記３(4)のただし書きの場合は、個人情報安全管理のためのマ 

ネジメントシステム等の構築を確認できる次に掲げる内容が規定さ 

れた部分の社内規程等の写し 

(ｱ) 個人情報管理に関する組織体制、管理者の権限と責任、取り組む 

体制 

(ｲ) 個人情報の管理方法、利用手順などのルール 

(ｳ) 個人情報保護に関する意識の向上、モラルの維持、安全管理に関 

する知識の習得などの研修・教育方法 

(ｴ) ルール等の運用の監視方法 

 (7) 入札参加資格の可否を、令和３年３月１８日（木）に担当部局より 

ＦＡＸにて通知します。 

 

５．契約時に必要な提出書類について 

 (1) 清掃作業計画書（日常清掃・定期清掃・設備清掃） 

 (2) 業務実施体制図 

 (3) 自主検査体制図及びチェック表 

 (4) 使用する資機材等の一覧表（品名、メーカー名、型式、数量のほか、準

備、搬入の方法と時期を明記すること。） 

 (5) 予定の業務従事者の名簿、研修実施状況（様式不問、委託業務を行うた

めに必要な知識及び技能の修得を目的とした研修実施状況）、配置計画書

（氏名、性別、配置場所、現場責任者、担当業務を記載すること。） 

 (6) 会社概要（パンフレット等会社概要が記載されているもの。） 

 (7) 緊急時の連絡体制（休日、夜間連絡先（住所、電話番号）を記載するこ

と） 

   注）上記提出書類の他、補足資料の提出を求める場合もあります。 

 

６．委託業務の仕様      

  別添契約書（案）及び仕様書のとおりとします。 

 

７．本説明書及び仕様書に関する質問 

  入札説明会は開催しません。入札説明書、仕様書等交付書類に関して疑問
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がある場合は、文書にて提出してください。電話や口頭による質問は受け付

けません。 

 (1) 質問の提出期限及び場所 

    令和３年３月３日（水）午後５時までに１６の場所に必着するように提

出しなければなりません。この期間以外での質問は一切受け付けません。 

 (2) 提出方法 

    提出方法は郵送又はＦＡＸとします。（メールによる質問は不可としま

す。）なお、必ず電話連絡のうえ、提出期限までに到着するようにしてく

ださい。（電話連絡がなかったために、当方が受領を確認できなかった場

合は、県は一切の責任を負えません。） 

    また、郵送の場合は封筒に「奈良県立山辺高等学校業務員業務委託質問

書在中」と朱書きしてください。 

 (3)質問提出後、内容について疑義照会を行う場合があります。令和３年３月

５日（金）までに疑義照会に対する回答がない場合は、その質問に対し回

答を行いません。 

 (4) 回答は、下記のとおり通知及び掲載します。なお、回答内容に関する再

質問は一切受け付けません。 

  ・日時 令和３年３月８日（月）９時から担当部局より質問者にＦＡＸで                    

      回答及び１６記載の学校ホームページに掲載します。 

 

８．入札及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨 

 (1) 使用言語  日本語とします。 

 (2) 通  貨    日本国通貨とします。 

 

９．入札、開札の日時及び場所等 

 (1) 入札、開札の日時及び場所 

   令和３年３月２２日（月） 午後３時００分 

        奈良県橿原市常盤町６０５－５ 

      奈良県橿原総合庁舎 １階 １０１号会議室 

  (2) 入札参加資格があると認められ、競争入札に参加する場合は、入札参  

加資格確認後に担当部局から送付する競争入札参加資格審査結果通知

書を当日持参し提示してください。 

 

１０．入札書の提出方法 

    入札書は、入札日時に入札箱に投入してください。その際、封筒に入れ

密封し､かつ､封書の表面に名称又は商号及び「＜奈良県立山辺高等学校業

務員業務委託一式＞の入札書」と記入してください。 
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１１．入札書の作成方法等 

 (1) 入札書は日本語で記載し、金額については日本国通貨（アラビア数字で

表記すること。）とします。 

 (2) 入札書は本県所定の様式（別紙様式３）によることとします。 

 (3) 入札書の記載にあたっては、下記の点に注意してください。 

  ア 入札者氏名及び押印は、法人の名称又は商号及び代表者の氏名とし、

又印章にあっては本県（会計局総務課調達契約係）に届出済みのものと

します。 

  イ 代理人が入札する場合は、入札者の氏名及び当該代理人の氏名を記載

して押印しておくとともに、委任状（別紙様式４）を持参のうえ、提出

してください。 

  ウ 入札書に記載する金額は、業務員業務に要する経費の年額（消費税及

び地方消費税を除く１２ヶ月分）を記入してください。 

 (4) 入札参加者は、入札書の記載事項を訂正した場合は、当該訂正部分につ

いて入札書に押印したものと同じ印を押印しておかなければなりません。

ただし、入札書記載の価格を加除訂正することはできません。 

 (5) 入札参加者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをするこ

とはできません。 

 (6) 入札参加者が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合で競争入札を公

正に執行することができない状態にあると認めたときは、当該入札を延期

し、又はこれを廃止する場合があります。 

 (7) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費

税額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた金額とする。）をもって落札価格としますので、競争入札に参加し

ようとする者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった総額の１１０分の１００に相当する金

額を入札書に記載してください。記載した金額を提出前に変更するときは、

新しい入札書を使用してください。 

 (8) 入札執行回数は、２回を限度とします。 

 

１２．入札保証金 

   免除します。ただし落札者が落札後契約を締結しない場合は奈良県契約

規則第１１条の２に基づき入札金額の１００分の５に相当する額を損害賠

償請求します。 

 

１３．契約保証金 

    契約の相手方は、契約にあたり契約金額の１００分の１０に相当する額

以上の金額を契約保証金として納付するものとします。 
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ただし、奈良県契約規則第１９条第１項ただし書きの規定（保険会社との

間に奈良県を被保険者とする契約金額の１００分の１０以上の額とする履

行保証保険契約を締結し、その保険証書を契約締結日までに１６に示す場所

に提出できる者、または、過去２年間に国又は地方公共団体と種類及び規模

をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて

誠実に履行した者であることを文書で証明できる者）に該当する場合は、免

除します。 

 

１４．開札 

    開札は、入札執行後直ちに入札に参加する者又はその代理人が必ず出席

（１社１名）して行うものとします。この場合において、入札に参加する

者又はその代理人が立ち会わないときは、入札執行事務に関係ない職員を

立ち会わせてこれを行うこととします。 

 

１５．入札の無効 

    次の各号の一に該当する入札は、無効とします。 

    なお、無効の入札をした者については、再度の入札に加わることはでき

ません。 

 (1) 入札に参加する資格のない者がした入札 

 (2) 知事の定める入札条件に違反した入札 

 (3) 入札書に記名押印を欠く入札 

 (4) 入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確認できない入札 

 (5) 入札書記載の価格を加除訂正した入札 

 (6) 同一入札者がなした２以上の入札 

 (7) 入札に際して公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札 

 (8) 虚偽の申請を行った者の入札 

 

１６．当該入札に関する事務を担当する部局の名称 

〒６３２－０２４６ 奈良市都祁友田町９３７番地 

       奈良県立山辺高等学校 

       電 話 ０７４３－８２－０２２２ 

     ＦＡＸ ０７４３－８２－０７７９ 

 

１７．落札者の決定方法 

 (1) 当該入札にあっては最低制限価格を設けないので、有効な入札書を提出

した者であって、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札をし

た者を落札者とします。 

  (2) 落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは、直ちに当該
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入札者にくじを引かせ、落札者を決定するものとします。 

  (3) 落札者となるべき者が、他の入札書に記載された価格よりも異常に低い

価格をもって入札したときは、当該入札者が参加の条件を満たし、かつ契

約の条件を確実に履行できるかを照会するために、当該落札者の決定を保

留する場合があります。 

  (4) 再度の入札をしても、落札者がないとき又は落札者が契約を締結しない

場合は、随意契約に移行する場合があります。 

 

１８．入札の中止等及びこれによる損害に関する事項 

      天災等やむ得ない理由により入札の執行を行うことができないときは、

これを中止します。また、入札者の連合の疑い、不正不穏行動等をなすこ

とにより入札を公正に執行できないと認められるときは､入札を取り消す

ことがあります。これらの場合における損害は入札者の負担とします。 

 

１９．調達手続きの停止 

この調達に係る予算が議決されなかった場合は、この調達手続きに  

ついて停止等の措置を行う場合があります。 

 

２０．契約書の作成 

  (1) 契約書を２通作成し、双方各１通保有することとします。 

  (2) 契約書の作成に要する費用はすべて落札者の負担とします。ただし、契

約書用紙は交付します。 

 

２１．その他の事項 

  (1) 落札決定後、契約締結までの間に、落札者が入札参加資格を失ったり又

は入札参加停止を受けた場合は契約を締結しません。 

 (2) 契約締結後、契約の相手方が次のいずれかに該当すると認められるとき

は、契約を解除することがあります。 

   また、契約を解除した場合においては、受注者は、契約金額の１００分

の１０（受注者が契約保証金の一部を納付しているときはその額から当該

納付している額を控除した額）に相当する額を損害賠償金として納付しな

ければなりません。 

  ア  役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は

営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を

有する者、個人にあってはその者及び支配人並びに支店又は営業所を

代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」とい

う。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると
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き。 

  イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に関与しているとき。 

  ウ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三

者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用している

とき。 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を

供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又

は関与しているとき。 

  オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき。 

  カ 本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下

請契約等」という。）に当たって、その相手方が上記アからオのいずれ

かに該当することを知りながら、該当者と契約を締結したとき。 

  キ 本契約に係る下請契約等に当たって、上記アからオのいずれかに該当

する者をその相手方としていた場合（上記カに該当する場合を除く。）

において、発注者が受注者に対して下請契約等の解除を求め、受注者が

これに従わなかったとき。 

  ク 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた

にもかかわらず、遅滞なくその旨を発注者に報告せず、又は警察に届け

出なかったとき。 

 (3) 遵守事項 

本業務を受注しようとする者は、以下の遵守事項を理解した上で受注し

なければなりません。 

ア   奈良県公契約条例の趣旨にのっとり、公契約の当事者としての社会的

責任を自覚し、本業務を適正に履行すること。 

イ  本業務の履行に当たり、次に掲げる事項その他の法令を遵守するこ

と。 

(ｱ) 最低賃金法第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働

者に対し、同法 第３条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適

用を受ける労働者については、 同条の規定により減額して適用され

る額をいう。）以上の賃金（労働基準法第１１条に規定する賃金をい

う。）の支払いを行うこと。 

(ｲ) 健康保険法第 48 条の規定による被保険者（同法第３条第４項に規

定する任意継続被保険者を除く。）の資格の取得に係る届出を行うこ

と。 

(ｳ) 厚生年金保険法第 27 条の規定による被保険者（同条に規定する 70

歳以上の使用される者を含む。）の資格の取得に係る届出を行うこと。 
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(ｴ) 雇用保険法第４条第１項に規定する被保険者について、同法第７条

の規定による届出を行うこと。 

(ｵ) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律第４条の２第１項の規定

による届出を行うこと。 

ウ  本業務の一部を、他の者に請け負わせ、若しくは委託し、又は本業務

の履行に他の者が雇用する労働者の派遣を受けようとするときは、当該

他の者に対し、この遵守事項を周知し、遵守するよう指導すること。 

 (4) 入札に参加しようとする者は、関係法令を遵守し、信義誠実の原則を守り

県民の信頼を失うことのないよう注意してください。 

 

２２．交付書類 

  （１）入札説明書 

（２）競争入札参加資格確認申請書兼誓約書・・・ 別紙様式１ 

（３）業務等履行証明書（必要枚数を複写のこと） ・・・ 別紙様式２ 

（４）入札書・・・別紙様式３ 

（５）委任状・・・別紙様式４ 

（６）仕様書                                         

（７）業務員業務一覧表 

（８）配置図                          

（９）年間計画表 

（１０）契約書（案） 

  （１１）質問書 

   


